
１. 問題と目的

障害のある子どもの支援を行うにあたっては,

子どもにかかわる人・諸機関が連携をして, 計

画, 実行, 評価のサイクルを行い, 支援を検討し

ていくことが重要である｡ 平成15年３月の ｢今後

の特別支援教育の在り方 (最終報告)｣ において

も, 学校と関係機関等との連携協力体制の構築

が, 重要であり課題であることが述べられてい

る｡

最近では, 多様な職種の人との連携を効果的に

進展させていく為の方略として, ファシリテー

ションの考え方, 技法が紹介されてきている｡

(堀ら, 2007など) しかし現状は子どもの支援に

あたり, 教師が有効感を感じられるような連携の

方略を模索しているのが実情である｡ (三田地,

2007)

ところで, 協同して問題解決を図っていく活動

としてコンサルテーションがある｡ コンサルテー

ションとは, ｢異なった専門性をもつ者同士が,

協同で問題状況を検討して子どもの支援の方策に

ついて話し合う過程 (作戦会議)｣ (石隈, 1999)

である｡ ただし一般的に, コンサルテーションは

専門的な援助を普及させることができる面がある

が, 一方でその扱う内容が幅広くなり, 具体的に

何を連携して実施をし, 評価をしていくのかあい

まいな部分も多い｡

そうした背景を受けて, ｢行動コンサルテー

ション｣ という考え方, 技法が提案されてきてい

る｡ (加藤ら, 2004) 行動コンサルテーションと

は, コンサルティの課題解決を計画的に進めるた

めに, 応用行動分析学等で明らかになっている方

法や技法を用いて行うコンサルテーションであ

る｡ 行動コンサルテーションは, コンサルティか

ら出されるクライアントの課題に対して, ①具体

的な行動としてとらえ定義して測定を行い, ②そ

の行動がどのような意味をもっているかという機

能的アセスメントを行い, ③分析に基づいて指導

介入を計画・実行し, ④指導介入の妥当性を評価

する, という４段階をとおして行われるものであ

る｡ (加藤ら, 2004) 行動コンサルテーションは,
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要約

学校と関係機関等とが連携・協力して, 障害のある子どもの支援を推進していく上で, 行動コンサル

テーションという方略が効果的であるとの提案がされてきているが, まだ実証的に検証された例が少

ない｡ そこで筆者らは, 教科の授業場面において不適応行動のある特別支援学校の子どもへのアプロー

チを通して, 学校外の専門家と連携した行動コンサルテーションの効果や課題の検討を行った｡ その

結果, 経験や勘に基づいた支援の振り返りではなく, 参加者が対等に確認できる実証的なデータを基

に, 複数の人で支援の効果を検証できる行動コンサルテーションは, 子どものへの支援において, ま

た教師の専門性の向上に効果があるのではないかと考えられた｡ その他にも学校外の専門家との連携

により, 子どもに関する情報交換の促進や教師の問題解決能力の向上が示唆された｡ 課題としては,

コンサルテーションの時間の捻出, 行動分析に関する専門性の確保, 連携の継続性や学校組織として

のシステムの構築等が考えられた｡
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参加者の誰もが共通・対等に確認することのでき

るビデオ記録等の実証的なデータに基づき, 計

画, 実行, 評価のサイクルを行うものであり, 学

校現場において関係機関と連携協力を進めていく

上で, その有効性が示され始めている｡ (長澤ら,

2003, 古田島ら, 2006) しかしまだ具体的な実践

例は少なく, 実践が多く行われていく中で, その

有効性や課題が検証されなくてはならないと考え

る｡

ところで, 先ほどの ｢今後の特別支援教育の在

り方 (最終報告)｣ の中では, 教師の専門性の強

化が課題であることも述べられている｡ 教師の専

門性は研修によって確保されるものである｡ しか

しながら専門性を高める研修の取り組みは, 個々

の教師の自助努力に委ねられていたり, 研修セン

ター等の学校外の機関へ教師が出向き, プログラ

ムされた企画研修を受ける受講型の研修が多く行

われていたりするのが現状である｡ (大石, 2000)

最近では, 大学の研究者や医師, 臨床心理士等

の学校外の専門家と連携して子どもの支援を進め

ていこうとする取り組みが始められている｡ (専

門家の学校支援編集委員会, 2005) 学校現場を離

れて行う研修ではなく, 教師が日常的に抱えてい

る具体的な課題を取り上げ, その解決に向けて学

校外の専門家と共同して取り組むことのできる研

修のあり方, 状況の整備が求められている｡ そし

て, そういった共同活動の過程を通して実践的な

力量を高め, 専門性の向上に結びつけていくこと

が期待される｡ (小島, 2004, 菅井ら, 2004)

また学校現場において教師は, 子どもの不適応

行動に対してどのように対応していくかというこ

とで悩みをもつことが多い｡ 行動コンサルテー

ションには, 問題の原因解明より, 問題解決を優

先する ｢問題解決志向｣ という特徴がある｡ (加

藤ら, 2004) それゆえ子どもの不適応行動への対

応に苦慮している教師は, 行動コンサルテーショ

ンによる連携に, 有効感をもちやすいのではない

かと考える｡

上記の理由により, 今回, 教科の授業場面にお

いて不適応行動のある子どもの行動支援の事例を

とおして, 特別支援学校における行動コンサル

テーション適用の効果, 課題を検討したいと考え

た｡

２. 方法

(１) 参加者

クライアントは特別支援学校 (養護学校) 小

学部の自閉症の男児Ａの１名, コンサルタント

は近隣の大学講師の研究者Ｂである｡ コンサル

ティはクライアントの担任Ｃと教科授業担当者

Ｄ, 学年所属で第１筆者 (以下, 筆者) の３名

である｡ 筆者は今回の行動コンサルテーション

のコーディネート役も担った｡

(２) インフォームド・コンセント

筆者がＡの保護者及び学校の管理職, Ｂ,

Ｃ, Ｄに文書で行動コンサルテーションの目的

等を提示し, 説明をして了解を得た｡

(３) 期間・回数・場

Ｘ年９月から, Ｘ＋１年３月の間で, １か月

に約１回程度の頻度で, 行動コンサルテーショ

ンを行った｡ Ｂが学校を訪れＡの授業観察, 行

動観察を行った後, Ｂ, Ｃ, Ｄ, 筆者で１時間

程度の ｢検討会議｣ をもち, 話し合いを行っ

た｡

３. 経過

(１) 行動コンサルテーションとしての共通理解

及びＡの標的行動の選定

参加者全員で今回の校外の専門家と連携して

行う活動を, 行動コンサルテーションとして行

うことを確認した｡ 活動の計画を筆者が提示を

して検討を行った｡

次にＡの学校生活の行動観察及びＣ, ＤのＡ

に対する行動支援に関するニーズについてイン

タビューした結果から, 教科の授業場面におけ

る ｢大きな声での独り言｣ ｢机をける｣ ｢離席｣

といった不適応行動がＡの学校生活全般の中で

優先的に解決したい行動としてあげられた｡ そ

れゆえ, それら３つの行動を, 今回の行動コン

サルテーションで取り上げる行動 (以下, 標的

行動) と選定し共通理解を図った｡ 教科の授業

場面を, 定期的に教室の背後からの固定式ビデ

オで記録し分析資料とした｡ 授業場面の標的行

動の生起頻度をカウントしていった｡

(２) 標的行動の機能的アセスメント

Ａの標的行動を維持している機能・動機を推

察するために, Motivation Assessment Scale

(Durand, V.M, 1988) を行動観察とともにＣ

とＤが行った｡ 先述した検査は, 人の行動の機
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能として, ｢自己刺激機能｣ ｢逃避機能｣ ｢注目

要求機能｣ ｢物や活動の要求機能｣ の４つの機

能を推定し, その中から標的行動の主となる機

能を特定しようとするものである｡ 検査の結果

の平均得点は, ｢注目要求機能｣ が一番高く,

続いて ｢自己刺激機能｣ ｢逃避機能｣ ｢物や活動

の要求機能｣ の順であった｡ それゆえチーム

(１名のコンサルタント, ３名のコンサルティ)

ではＡの標的行動には ｢注目要求機能｣ が強く

あると推察し支援の方略を検討した｡

(３) 具体的な支援方略の計画・修正

機能的アセスメントを受けて, Ａに対する具

体的な行動目標・支援方略の検討をチームで

行った｡ 互いの役割・立場から情報を加えなが

ら, 行動支援のアイデアを出し合った｡ 具体的

な３つの標的行動の分析及び支援方略の概要

は, 以下のとおりである｡

ア 標的行動のきっかけ

・教師の注目やかかわりが少ない｡

・何も活動することがない｡

イ 標的行動

・大きな声の独り言 (①)

・机をける (②)

・離席 (③)

ウ 目指す子どもの行動

・教師や黒板を見る｡ (行動①への対応)

・姿勢正しく座る｡ (行動②への対応)

・①, ②の標的行動が起きなければ, ③の行

動は出ないと仮定

エ 教師の支援

・目指す子どもの行動を, 具体的に提示する｡

・子どもが目指す行動を取っている場合に

は, 認めたりほめたりする等のかかわりを

多く行う｡

・標的行動が起きた場合には, ５秒間の計画

的な無視と学習活動の具体的な提示をす

る｡

子どもの標的行動の機能として, 注目要求機

能を推定しているので, 目指す子どもの行動に

対して, 十分に教師の注目が向くように言葉が

けをする等の働きかけを行っていくことを共通

理解した｡

しかしそういった行動支援を行ったとして

も, 標的行動が出現した場合の対応としては,

①５秒間の計画的な無視, また, ②それ以上の

時間, 行動が継続する場合は, 具体的な活動内

容・時間の提示と確認及び机・椅子・座る姿勢

の調整, といったことをチームで共通確認し,

支援を実施していった｡ ＜指導介入Ⅰ＞

しかし実践した結果, チームで共通理解した

支援方略だけでは, 介入１のデータ及びＤの実

感としてＡの行動変容をあまり導くことができ

ていないと考えられた｡ そこで会議で再度, 行

動支援についてのアイデアを互いに出し合って

検討を行った｡ その結果, 現在行っている支援

に加え, Ａの好きな物である時計に絡めタイム

タイマー等を用いて, 細かく学習活動のスケ

ジュールを提示すること, またＡの適応的な行

動を認める働きかけをより一層多く行っていく

こと等の支援方略を考え実践を行った｡ ＜指導

介入Ⅱ＞

(４) 支援方略の評価及び行動コンサルテーショ

ン自体についての効果の検討

指導介入Ⅱで実践した支援方略をやめ, 指導

介入Ⅱでの支援方略が有効であるかを検証し

た｡ ＜指導介入Ⅲ＞

また, ビデオ分析したデータ及びコンサル

ティの実感を基に, 標的行動に対する支援の方

略の有効性についての評価を行った｡ さらに,

今回のＡに対する行動コンサルテーションの取

り組み自体についての有効感や負担感等, 率直

に感想を出しあい, その効果や課題を検討し

た｡ 会議の最後の回には, 保護者にも同席して

もらい, 今回の取り組みの報告を行うとともに

意見をうかがった｡

４. 結果及び考察

＜検討会議と分析資料の期日＞
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期日 項 目・内 容 備 考

９/21 ベースラインデータ 資料①

９/21 検討会議

10/16 ベースラインデータ 資料②

10/19 ベースラインデータ 資料③

10/19 検討会議

11/ 2 ベースラインデータ 資料④

11/13 検討会議



＜標的行動の推移＞

(１) クライエントＡの行動変容

チームで検討した支援 (介入Ⅱ) を開始して

から, Ａの不適応行動が減っており行動コンサ

ルテーションの効果はあると考えられた｡ 要因

として, 適応的な行動を具体的にＡに提示する

という行動コンサルテーションの特徴による効

果が考えられた｡ つまり不適応行動に対して,

｢～しない｣ ｢～はだめ｣ という行動を制御する

働きかけをするのではなく, 不適応行動が起き

にくいような別の行動を具体的にＡに知らせる

働きかけをすることの効果である｡

今回の事例では例えば, 授業中の ｢机をけ

る｣ という不適応行動は, ｢姿勢よくいすに座

る｣ 行動をとれば机をけりにくい状況になる｡

それゆえ ｢机をける｣ 行動に対して, ｢机をけ

らない｣ ｢机をけるのはだめ｣ という働きかけ

ではなく ｢いすに姿勢よく座ろう｣ という働き

かけを行っていった｡ こういった働きかけを中

心に行うことで, Ａは自分が具体的な行動とし

て何をすればよいのかがわかり, そのことによ

りＡの行動が落ち着いてきたのではないかと考

えられた｡

しかし, 介入Ⅲのデータからは, 標的行動の

増減の変容を特定することができず, 介入Ⅱの

支援方略を確実に有効とすることは難しいと考

えられた｡ また会議の中でＤの実感として,

チームで検討した支援方略で効果があると感じ

られることもあれば, それだけでは行動変容を

うまく導くことができていないと感じられると

いう話題がでた｡ 要因についてチームで検討し

た結果, 標的行動に対する機能の推定について

の課題が挙げられた｡

チームではＡの不適応行動は ｢注目要求機

能｣ が強くあると推定し, 支援を検討してき

た｡ それゆえ, 注目要求機能に応じた行動支援

については効果があったといえる｡ しかし,

｢大きな声での独り言｣ という同じ行動であり

ながらも, 注目要求機能を有している場合もあ

れば, ｢声を出すこと自体が楽しい｣ という自

己刺激機能, あるいは ｢目の前の活動をしたく

ない｣ という逃避機能もあるのではないかと考

えられた｡ 表面的には同じような行動に対し

て, それぞれの機能に応じて, あるいは色々な

機能が複雑に混在しているような場合に, どの

ように支援を行っていくかということが課題と

して挙げられた｡

また授業場面では, Ａの不適応行動の背景と

なる要因は数多く存在することが推察される｡

それは例えば, 授業の具体的な内容や他の子ど

もの様子, あるいは授業前の出来事等である｡

そういった行動の背景となる多様な要因を考慮

せず, 授業場面での教師の支援方略だけを検討

しても, 子どもの行動変容を促していくことに

は限界があるといえる｡ 会議ではそのことをふ

まえ, 家庭での様子や学校生活全般の様子につ

いても情報交換を行っていった｡ しかし一方で
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11/16 ベースラインデータ 資料⑤

11/16 検討会議

11/20 指導介入Ⅰのデータ 資料⑥

12/７ 指導介入Ⅰのデータ 資料⑦

12/12 検討会議

12/21 指導介入Ⅱのデータ 資料⑧

12/21 検討会議

１/11 指導介入Ⅱのデータ 資料⑨

１/18 指導介入Ⅱのデータ 資料⑩

１/25 指導介入Ⅱのデータ 資料⑪

２/１ 検討会議

２/１ 指導介入Ⅲのデータ 資料⑫

２/８ 指導介入Ⅲのデータ 資料⑬

２/22 指導介入Ⅲのデータ 資料⑭

３/１ 検討会議 (保護者参加)
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そのような多様な行動の要因の全てを検討して

いくことは, 物理的・精神的コストを拡大させ

てしまうおそれがある｡ 行動の背景となる要因

を, 妥当な範囲, コストで検討していくことが

課題として挙げられた｡

ところで, データとして明確に有効であると

考えられる方略は, 今回の実践の中では特定す

ることはできなかった｡ しかし, 介入Ⅱのデー

タから, 支援の方略をＡの行動に応じて短期間

で変えていくより, 継続して一貫した支援を続

けていくことで, Ａの行動が落ち着いてくるの

ではないかと考えられた｡ そのことをチームで

共通理解でき, 保護者への情報提供, 次年度へ

の引継ぎ事項等にしていくことができたこと

は, 今回の行動コンサルテーションの成果とし

て考えられる｡

(２) 教師の行動変容及び専門性の向上

行動コンサルテーションでは周囲との相互作

用の中で起こっている行動の機能を重要視す

る｡ 今回の事例をとおして, Ａの行動をどのよ

うに捉えるかという認識が, いかに教師の行動

支援に大きく影響を与えるかということを改め

て考えさせられた｡

それは, 行動コンサルテーション前には, Ｄ

はＡの不適応行動に対して, どのように対応し

てよいかと手をこまねいていた｡ しかしＡの行

動の機能をチームで推定してからは, ＤはＡの

不適応行動を計画的に無視したり, 集中して授

業に参加している時には, 注目をＡが十分に得

られるように言葉がけを多くしたりするという

ように行動が変容していった｡

これは, Ａの行動自体は以前と変わらず同じ

ものであっても, 教師のＡの行動の捉えが変わ

れば, 教師の働きかけが変わるということであ

る｡ 教師が子どもの行動について, どのように

認識するかという見立ての重要さがあるといえ

る｡ それゆえ, 行動の見立て, 機能について複

数の人たちで検討できる行動コンサルテーショ

ンは意義があると考える｡

ところで会議の中では, 子どもが望ましい行

動をとっている時の教師の対応についての話が

でた｡ それは, 子どもの適応的な行動を, 教師

は当たり前だと捉えがちであり, 特にその行動

を積極的に認めたりほめたりすることが少ない

ということである｡ 一方で, 不適応行動を子ど

もが起こした時に教師は子どもの行動に大きく

反応することが多く, それゆえ注目要求機能を

有する不適応行動が起こりやすくなっているの

ではないかということである｡ それゆえ子ども

が適応的な行動をしている時にこそ, 子どもの

意欲付けとなるように働きかけをしていくこと

が重要ではないかと確認した｡

また会議の中でＤは, Ａの行動の見立てがで

きるようになったことで, ｢授業場面で具体的

な支援をいくつか考えられるようになった｣ と

述べている｡ これはコンサルテーション一般に

言えることであるが, コンサルティは, コンサ

ルテーションの過程を通してさまざまな技法や

行動支援の方略や見立てを学ぶことができる｡

このことは今後, コンサルティが似たような課

題や行動に対して出会った時にも応用すること

ができる｡ 筆者もコーディネータ役として今回

の事例をとおして, 行動コンサルテーションの

進め方や技法が具体的にわかり, 次の取り組み

があった場合, 効率的にコーディネートしてい

く自信をもつことができた｡ 行動コンサルテー

ションを行っていくことで教師は, 子どもの支

援についての応用力がつき, そのことは教師の

専門性向上の一助となると考える｡

(３) 外部の専門家との連携

淵上 (1995) は学校組織には ｢疎結合システ

ム｣ という特徴があると指摘している｡ 疎結合

とは互いに働きかければそれに応じるが, 通常

は個々の独立性と分離性が保たれている状況の

ことである｡ それぞれの教師の授業の専門性が

尊重されているというメリットはあるが, 一方

で子どもの支援で困っている教師がいても, 他

の教師から援助を受けにくい状況があると考え

る｡ 理由として, 他の教師の授業へコメントを

はさむ遠慮や多忙感等があると推察する｡ それ

ゆえ, 積極的に授業について教師同士で情報交

換を行えていない現状があると考える｡

しかし今回, 学校外の専門家がコンサルタン

トとしてチームに入ることで, コンサルティで

ある教師同士で情報交換, 支援のアイデアの創

出等を活発に行うことができた｡ コンサルティ

からは, ｢学校外の人ということで互いの実践

を批判しあうという抵抗感が薄れた｣ ｢専門家

ならば支援についての有効なコメントを受けら

れるという期待感がある｣ 等が述べられた｡ 学
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校外の専門家の存在は非日常的であり, 教師の

日常的な教育活動が活性化されること, また専

門家からのアドバイスは, コンサルティが有効

感をもちやすいこと等の理由により, 学校外の

専門家の活用の有効性が考えられた｡

また学校外の専門家との話し合いの時間とし

て, ｢検討会議｣ という枠組みがあったことも,

教師同士で活発にコミュニケーションを行うこ

とができた要因と考える｡ この会議は子どもの

支援方略についてのみを話し合う場であった｡

教師はそういった会議の重要性を感じてはいる

ものの, 現実には時間をなかなか確保できてい

ない現状があるからである｡

さらに, 今回の取り組みは応用行動分析学等

を背景にしたコンサルテーションによる会議で

あった｡ それゆえ問題解決に向けて参加者が,

それぞれの立場で何ができるかアイデアを出し

合い検討をする会議になっていた｡ 会議が子ど

もを悪者にするとか, 教師の支援の未熟さを批

判するというマイナス志向でなく, 具体的に問

題解決に向けて, どのようなアイデアを出し合

い行っていくかというプラス志向の会議になっ

ていた｡ これらのことにより, 学校外の応用行

動分析学等の専門家と連携していくことは意義

のあることではないかと考えられた｡

(４) 行動コンサルテーションの意義・効果

今回の事例をとおして, これまでの経験や勘

に基づいた支援方略を振り返り, ｢机をける｣

｢離席｣ の回数等の観察や記述が可能な具体的

なデータに基づいて検討できたことは, 連携を

推進していく際に意味のあることと考える｡ そ

れはつまり観察可能なデータが, チームとして

の支援方略の妥当性を評価していく上で, 対等

な条件で検討できる共通の材料となるからであ

る｡ 行動コンサルテーションの特徴の一つは,

｢コンサルティとクライアントの行動, また両

者の相互作用が客観的に観察や記述が可能であ

る｣ (加藤ら, 2004) ということがある｡ だと

するのなら, チームの誰もが対等に観察, 確認

できるデータを基に展開する行動コンサルテー

ションは, チームでの共通の検討材料があるこ

とにより, 連携を進めていく上で有効な一つの

方法となりうるのではないかと考える｡

教育においてもエビデンス, すなわち教師の

子どもへの支援が, 実際に効果があるのか, と

いうことについて実証的に検証し, 提示してい

くことが求められるようになってきている｡ そ

ういった面からも, データとして支援の効果を

明らかに示すことができる行動コンサルテー

ションの意義はあると考える｡

さらに行動コンサルテーションでは, ｢クラ

イアントの支援や指導を行うコンサルティに対

して, 行動論的な方法や技法, 指導方法を提供

するだけでなく, そのような活動や支援を行う

コンサルティに対しても, 行動論的方法を用い

てより効果的な間接的支援を提供する｣ (加藤

ら, 2004) という特徴がある｡ つまり, コンサ

ルティもクライエントと同様に応用行動分析学

等を背景にした行動支援をコンサルタントから

受けるということである｡ 行動コンサルテー

ションの中に, コンサルテーション自体を維

持・発展させていくための仕組みがある｡

今回の事例の初期段階では, どのように進め

ていったらよいか模索している状況もあり, コ

ンサルタント主導の面が強くあった｡ また問題

解決的な思考に慣れておらず, 初めはコンサル

タントに支援のアイデアの産出や行動の分析等

について頼りすぎの面があった｡ 行動コンサル

テーションでは, コンサルタントとコンサル

ティがそれぞれの専門性を尊重し, 対等な立場

で協働的に問題解決に取り組む姿勢を重視す

る｡

そこで, 筆者とＢとで相談をし, Ｄが自身で

工夫して子どもの支援を行っている事柄やうま

く子どもに対応できているような具体的な場面

を会議の中では取り上げるようにした｡ そして

少しでもＤの子どもの支援に対する意欲付けと

なるように配慮していった｡ そうすることで,

少しずつではあるが, Ｄも積極的に会議や行動

支援のアイデアの産出に関与するようになって

いった｡

やはり教師にとって, 一番の意欲付けとなる

のは, 目の前にいる子どもの適応的な行動への

変容である｡ それゆえ, コンサルティの支援活

動が, できるだけ早く効果的にクライアントで

ある子どもの行動変容につながるようにコンサ

ルタントが, 行動論的方法を駆使していく行動

コンサルテーションは有効ではないかと考えら

れた｡
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５. 課題

今回の行動コンサルテーションで要した時間は

以下の通りである｡ ①Ａの行動観察時間：８時間

(１時間×８回), ②検討会議の時間：８時間 (１

時間×８回), ③記録分析時間：９時間20分 (40

分の授業時間×14回), 合計 (①＋②＋③)：25時

間20分である｡ 無論, コンサルタント, 保護者と

の連絡調整等, その他にも多様な時間を要しては

いる｡

しかし, 今回の取り組みが実質６か月間であっ

たので, おおよそではあるが, 週あたり約１時間

程度で, 今回の取り組みを行うことができたとい

える｡ 校内ではじめての試みで, 行動コンサル

テーションそのものの進め方自体を試行錯誤して

いたところもあり, 会議の回数が多かったのでは

ないかと考える｡ 今後は効率的な会議の在り方を

検討していき, 会議の時間を減らしていくことで

参加者の負担感が減り, より多くの教師が取り組

みやすくなっていくのではないかと考える｡

別の課題としては, 行動の質をどのように捉え

て考えるかといった事柄があげられる｡ 例えば今

回の事例での標的行動のひとつである ｢大きな声

での独り言｣ について言えば, 様々な声の質や大

きさ, 言葉の種類やイントネーション, 持続時間

等のバリエーションがある｡ しかし今回, それら

は無視をして, 標的行動の生起頻度のみをデータ

として取り上げ検討をしてきた｡ 声の持続時間や

言葉の種類等, 違うスケールのデータで検討すれ

ば, 違う結果があらわれるのかもしれない｡ 今

後, 違う視点からデータを今一度, 検討したいと

考えるが, 負担やコストの問題も考慮して, 効率

的で効果的な分析をしていくことが重要と考える

が, そのためには行動分析に関連する専門性が必

要であり, その確保が課題である｡

さらに今回は, 子どもの行動のみをデータとし

て取り上げ検討してきた｡ しかし例えば, 教師が

子どもをほめる回数や子どもを注目する回数等,

教師の支援の変容についてもデータを取って検証

していくことで, より有効な支援の方略を探るこ

とができたかもしれない｡ 子どもの行動と教師の

支援は表裏の関係にあるといえ, その両方をデー

タとして取り上げ検討していくことが重要であ

り, 課題と考える｡

最後に, 佐島 (1998) は, ｢連携とは, 『ある状

態』 を指すのではなくて終点のないプロセスであ

り活動の広がりを包括している｣ と述べている｡

だとするのなら, よりよい連携のためには継続性

が重要となる｡ 連携はより良い支援を行っていく

ための, ｢目標｣ ではなく, ｢手段｣ である｡ 今回

の取り組みは, 担任の変更により年度の終了とと

もにひと区切りをつけた｡ しかし引き続き, 支援

の検討を継続することができるような仕組みを整

えてくことが重要である｡

さらに今回の取り組みは, 参加者, 個々の専門

性の向上に寄与することができたのではないかと

考える｡ しかし, 学校全体としての専門性の向上

のためには, 学校組織の体制として行動コンサル

テーションの仕組みを内部に構築していかなけれ

ばならないと考える｡
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